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１. 令和３年度第３期日野市食育推進計画の評価結果について 

 

日野市食育推進会議（以下「推進会議」という。）は、日野市みんなですすめる食育条例

第１４条第２項に基づき、令和３年度第３期日野市食育推進計画の評価について審議を行っ

た。その結果を下記のとおり報告する。 

 

 

＜基本目標の達成状況＞ 

基本目標１ 食を通じた豊かな心の育成    「推進」 

基本目標２ 健全な食生活の知識の習得と実践 「推進」 

基本目標３ 食材などに向き合う意識の醸成  「推進」 

基本目標４ 食育を推進する仕組みの整備   「推進」 

 

食育推進計画の評価方法については、はじめに庁内の関連事業を担当する課において、事

業を行うことで第３期日野市食育推進計画の４つの基本目標が達成できたかという視点で

評価を行った。その後担当課の評価を庁内食育推進部会に諮り、庁内評価をまとめ、推進会

議に報告した。推進会議では、庁内評価のみならず、日野市全体でどのくらい計画が推進さ

れたかという視点で計画全体の評価検証を、数値ではなくコメントという形式で実施した。 

 庁内食育推進部会の評価は別添のとおりで、１から４の各基本目標についての達成状況は

「推進」、計画全体の達成状況は「推進」とした。 

庁内食育推進部会では、新型コロナウイルス感染症対策として密を避けるために、各種イ

ベント等の中止や人との接触を最小限することが多い１年であったが、その中でも様々な工

夫により施策の推進を図ったことが評価された。 

一方で、更なる努力が必要という主管課評価もあり、新型コロナウイルス感染症の影響も

やや軽減され、計画本来の事業展開になりつつある中で、停滞していた項目も含め、目標達

成するために必要な考え方や新たな手法などを検討する良い機会と捉え、違った角度からの

アプローチの検討も必要であろうとの指摘があった。 

また、コロナ禍における新しいライフスタイルとして「おうち時間」が注目されており、

今後は家庭内での食育が重要になってくること、「健康」や「免疫」などをキーワードに、

「食」の大切さや「食は健康の基本」とあらためて気づかされることが、様々な場面で見受

けられたことから、食育の取り組みは健康の基本として、引き続きの推進が求められるなど

の意見が出された。 

 

 

 

令和３年度第３期日野市食育推進計画の評価結果は、「推進」と結論づけるものである。 
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推進会議では、上記庁内評価の受理と、令和３年度第３期日野市食育推進計画について評

価検証を行った。 

一昨年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための行動制限によって多くの食育の

取り組みが中止となってしまったが、新型コロナウイルス感染症拡大 2 年目となった令和

3 年度は、各課が創意工夫して食育を推進した。動画や Web会議システムなどのオンライ

ンを活用した食育は、コロナ禍以前にはなかった取り組みであり、コロナ禍だからこそ進ん

だ取り組みであることが評価された。また、コロナ対策を講じた中でも食育事業を通じて子

どもたちが成長する姿も見られ、食育の継続性や重要性を改めて確認することができた。庁

内評価を確認することによって、コロナ禍においても日野市の食育が体系的かつ計画的に取

り組まれていることが分かった等の意見があった。 

一方で、イベントの開催は徹底した衛生管理に加え感染症対策が必要であったり、開催の

可否の判断が難しかったことなどにより、年度目標の達成状況が「現状維持」「概ね推進」

と評価している主管課があったことから、４つの基本目標と全体の評価結果については「推

進」とするものの、個別の事業については更に工夫をして取り組んでいくべきであるとの提

言があった。 

 

 

＊評価検証コメントについては、資料参照。 

 

 

●今後の日野市の取り組み 

上記の評価および最終評価検証を受け、第４期日野市食育推進計画においては、オンライ

ン等実施方法の工夫にとどまらず、コロナ禍により変化したライフスタイルに合わせた食育

事業を関係者が連携して取り組んでいけるよう検討していきます。 
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第 3 期日野市食育推進計画  最終評価検証  
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１．第３期日野市食育推進計画最終評価検証について  

 

第３期日野市食育推進計画（平成 29 年度～令和 3 年度）の最終評価を行うため、調査

により目標値の達成状況の確認を行った。実施した調査は以下のとおりである。 

 

項目 調査対象 実施方法 

①一般調査 
20 歳以上の市民 2,000 人 
回収数 1071 人（53.6％） 

郵送調査 

②小学校・中学校調査 
小学校５年生 1,514 人 
中学校２年生 1,312 人 

各学校に直接調査票を手渡し
配布、手渡し回収 

③乳幼児健診調査 １歳６か月児健診 340人 健診時に実施 

④大学生調査 市内大学の在学生 139人 
自記式質問紙ならびに 
Google form 

 

 

調査内容（次頁参照） 

 ・日頃の食事状況や食習慣に関する内容 

 ・日頃の食への意識や市の取り組みなどに関する内容 

 

最終評価の結果、多数の項目が計画策定時と現状値を比較して改善したものの、目標を達

成できなかった。これらの項目については、次期計画に引き継いで取り組みを進めていく。

その際、従来の取り組み方法では目標の達成は困難であると考えられることから、コロナ後

を見据えた新たな取り組み方法を検討する必要がある。 
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２．数値目標の達成状況 
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基本目標１　食を通じた豊かな心の育成

計画策定時 目標値

（平成28年度） （平成30年度） （令和2年度） （令和3年度）

基本目標２　健全な食生活の知識の習得と実践

計画策定時 目標値

（平成28年度） （平成30年度） （令和2年度） （令和3年度）

基本目標３　食材などに向き合う意識の醸成

計画策定時 目標値
（平成28年度） （平成30年度） （令和2年度） （令和3年度）

基本目標４　食育を推進する仕組みの整備

計画策定時 目標値
（平成28年度） （平成30年度） （令和2年度） （令和3年度）

＜達成状況＞◎：目標達成、△：計画策定時と現状値を比較して改善、▼：計画策定時と現状値を比較して横ばいまたは悪化

※注1 平成28年度に実施した食育市民アンケートは20歳以上を対象としておりましたが、

平成30年度日野市「健康づくりに関する調査」は40歳以上の市民を対象として実施しています。

項　　目 指　　標

食事を楽しんでいる

児童・生徒の割合

毎日の食事が楽しい人の割合（児童） 72.4% 73.8% 75.0%

項　　目 指　　標

共食の割合
できるだけ家族や仲間とそろって食事を

とるようにしている人の割合（市民）
64.7%

61.1%
※注1

59.3%

毎日の食事が楽しい人の割合（生徒） 63.7% 65.0% 72.1% 80%

朝食欠食率

欠食する人の割合（園児） 1% 1% 1% 0%

欠食する人の割合（生徒） 5.2% 4.5% 4.9%

欠食する人の割合（園児の保護者） 8% 8% 9% 4%

欠食する人の割合（児童） 2.9%

栄養バランスのとれた食生活を実践して

いる人の割合（市民）
72.0% - 88.0% 85%

欠食する人の割合（大学生） 15.3% 16.7% 13.1% 10%

項　　目 指　　標

学校給食での日野産野菜利用率 25.1% 29.8%
28.3％

（令和3年度）
25%以上

45.5% 43.0% 50.1% 70%

野菜摂取率

１日に両手山盛り量以上の野菜を食べて

いる人の割合（市民）
14.3%

14.5%
※注1

17.1% 50%

子どもに食事のときに野菜を「毎食与え

る」保護者の割合（1歳6か月児健診）

「食育」という言葉の内容を知っている

人の割合（市民）
58.0% 55.9%

※注1
56.9%

△
食品ロスに対する

意識

食材の廃棄や食べ残しを少なくするよう

にしている人の割合（市民）
85.5% 85.7%

※注1
90.8% 100%

達成状況

△

△

▼

▼

▼

△

▼

現状値

現状値

0%

4.4% 3.6% 0%

75%

90%

△

◎

▼

△

達成状況

達成状況

達成状況

栄養バランスのとれた

食生活の実践の割合

学校給食における

日野産野菜利用率

現状値

現状値

△

◎

△

90%

「食育」に関して取り

組んでいる市民の割合

「食育」に関する活動や行動をしている

人の割合（市民）
41.7% 36.1%

※注1
47.4% 75%

項　　目 指　　標

「食育」の内容の

認知度



 

３．最終評価検証コメント  

 

第３期日野市食育推進計画は、計画の後半２年間が新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受け、外出自粛による買い物の制限や、共食の機会の減少など、食育にとっては向かい風

となる状況であった。しかしながら、コロナ禍で実施したアンケートによると、栄養バラン

スのとれた食生活を実践している市民の割合が増えるなど、健全な食生活への意識の変容も

見られた。 

他方、広報への「食育コラム」の掲載や、市ホームページ内に「食育（食べることは生き

ること）」コーナーを開設し、市の食育の取り組みを一元化して情報発信を進めたが、「食育」

という言葉の内容を知っている人の割合は微減した。その一方で、「食育」に関する活動や

行動をしている人の割合は増加していることから、「食育」という言葉が、全世代に浸透し

ていない可能性があり、「食育」と認識できるよう「食育」という言葉についても周知して

いく必要がある。 

以下、各基本目標についての考察である。 

 

基本目標１ 食を通じた豊かな心の育成 

➢ 毎日の食事が楽しい児童・生徒はともに微増した。食事を楽しむことは子どもにとって

食育の基本となるため、引き続き、食事が楽しいと感じられるよう取り組みを進めてい

く。 

➢ できるだけ家族や仲間とそろって食事をするようにしている市民の割合は、5.4 ポイン

ト減少しており、新型コロナウイルス感染症の流行により、知人や友人と一緒に食事を

する機会が減少したこともあり、目標を達成することはできなかった。しかしながら、

感染の収束に伴い制限も解除される見通しであり、コロナ後の行動様式に合わせた食育

に取り組んでいく必要がある。 

 

基本目標２ 健全な食生活の知識の習得と実践 

➢ 欠食する人の割合は、いずれの世代も計画策定当初とほとんど変わらない数値であった。

健全な食生活を送るためにも、朝食摂取の大切さについて、繰り返し周知・啓発してい

く必要がある。 

➢ 栄養バランスのとれた食生活を実践している人の割合は 16.0 ポイント増加し、目標を

達成した。引き続き、健全な食生活について周知啓発を進める。 

➢ 重点事業である野菜の摂取については、１日に両手山盛り量以上の野菜を食べている人

の割合が 2.8 ポイント増加したものの、目標は達成できなかった。これまでの普及啓発

の方法では、キャッチフレーズ「ベジ活 350」の認知度向上や野菜摂取の普及は期待で

きないと思われるため、効果的な方法を検討する。 
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基本目標３ 食材などに向き合う意識の醸成 

➢ 学校給食での日野産野菜利用率は、関係者の努力により、計画策定以降、目標値である

25％以上が達成できている。また、屋外での活動であることから、コロナ禍においても

農業・栽培体験等の食育活動は工夫をしながら実施することができていた。今後は、学

校給食での地産地消にとどまらす、希望する市民が地産地消や農業体験ができるような

環境を整備していく必要がある。 

➢ 食材の廃棄は食べ残しを少なくするようにしている市民の割合は、目標には達しなかっ

たが、市民の関心は高く、引き続き周知啓発を進めていく。 

 

基本目標４ 食育を推進する仕組みの整備 

➢ 「食育」という言葉の内容を知っている人の割合は、計画策定時より 1.1 ポイント減少

したものの「食育」に関する活動や行動をしている人の割合は 5.7 ポイント増加した。

コロナ禍において、幼稚園や子ども関連施設に「しょくいくだより」を配布するなど、

地道な活動が効果を上げている可能性がある。今後は、食育活動に参加したい人だけで

なく、食育に関心がない人への周知も念頭に情報発信を進める必要がある。 
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 資 料  

 

令和３年度 第３期日野市食育推進計画評価検証 

 

 

  令和３年度食育推進計画評価検証については、担当課（主管課）、庁内推進部会、 

食育推進会議において、それぞれ評価を行いました。 

 

 

＜評価方法＞ 

  第３期食育推進計画の重点事業について、４つの基本目標に沿って、それぞれの評価基

準の表に照らし合わせ、評価を行いました。 

 

 

＜評価基準＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価シート（P10～16）の見方 

基本目標  第３期食育推進計画の基本目標を設定しています。 

目指すべき方向性の説明にある状況を実現していくことで、 

達成度を図るという整理にしています。 

 

目指すべき方向性 第３期食育推進計画の「施策の方向性」を設定しています。 

 

 

 

 

目標の推進状況 

新型コロナの影響により事業を中止したもの・・・「評価対象外」 

8 割以上は目標を達成できたもの・・・「推進」 

5 割以上は目標を達成できたもの・・・「概ね推進」 

目標の達成は 2、3割にとどまっている・・・「現状維持」       

目標設定時とほとんど変わっていない・・・「停滞」 

目標達成への取組をしていない・・・「未実施」 

9 



　
令和3年度　第３期日野市食育推進計画評価検証

基本
目標

1
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

健康課
オンラインマタニティ
栄養教室、離乳食講
座等

楽しく食べることの大切さを
伝える。

マタニティ栄養教室・離乳食
講座で参加者の食に関する
不安を解消し、楽しく食べる
ことの大切さを伝える。また、
動画を活用することで、参加
者以外も食に関する不安を
解消できるようにする。

・オンラインマタニティ栄養教室60
名（うち夫23名）参加
・離乳食講座ステップ1　211名参
加
・動画再生回数（離乳食、幼児食）
計12669回

離乳食講座では見本品を配布し形状や固
さなどを確認してもらうことで、保護者の離
乳食に対する不安を解消することができ
た。
動画を作成し、健診や離乳食講座参加者な
どに情報提供をした。再生回数は前年度よ
り伸びている。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

講座に参加できない方への情報提
供の方法について検討が必要であ
る。

健診や子育てサイトを活用し周知を
図る。
引き続き動画作成やホームページ
を充実させていく。

子ども家庭支援セン
ター

子育てひろば事業
子育てひろば利用者の親子
を対象に、食育の重要性を
周知する。

子育てひろばで実施する食
に関するイベントを子ども家
庭支援センターだより等で周
知する。また、保護者の食へ
の興味関心を高めるための
情報提供を行う。

子ども家庭支援センターだよりに
食に関する講座を13回、健康課講
座の案内を52回掲載し、事業の詳
細を紹介した。

子ども家庭支援センターだよりを通じて離
乳食に関するイベントの開催や食育の重要
性を周知することができ、子育てひろばの
利用者にも好評だった。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

食育の重要性について保護者が必
要な情報を得る機会を意識的に設
ける必要がある。

子ども家庭支援センターだよりでの
周知とあわせ、子育てひろばにおい
てもポスターの掲示やチラシの配布
等による事業の周知を行う。

保育課（市立保育園）
食育だよりを毎月発行する。
給食試食会を実施する。

食育だよりを毎月発行する。
また、毎月の食育の日に保
護者向け掲示物を作成す
る。給食試食会は感染症等
で実施出来ない場合があ
る。1歳児保護者向け朝食指
導を行う。

・食育だより年12回
・試食会は感染症対策で中止
・1歳児保護者向け朝食指導は資
料配布を行った。

保育園からの配布物が保護者に好評。
推　進
（8割以上は目標
を達成）

家庭状況が各家庭によって異なるた
め、よりきめ細かな対応の継続が必
要なことが分かった。

より誰もが取り組みやすいような情
報を提供していく。

学校課
各校食育だよりを毎月発行
し、月に応じた食の大切さに
ついて伝えていく

給食だより、給食試食会、共
に内容を充実させ継続して
いく。

給食だより全校実施

平成30年度より全校共通の食育・給食だよ
りの発行を始め、学校間に差の生じない周
知・啓発をすることができた。
給食試食会は新型コロナウイルスの影響で
実施できなかった

推　進
（8割以上は目標
を達成）

学校間の差をなくし順調に進んでい
るため継続していくことが重要。

今後も継続実施していく。

保育課（市立保育園）
調理保育等の実施により食
育の推進を図る。

毎月の食育の日に読み聞か
せる資料を作成する。園児
が栽培した野菜を使用して
調理保育を行う。アレルギー
児でも取り組める調理保育
を検討する。

調理保育年３回

感染症対策をとりながら、子ども達が栽培し
た野菜を使用した調理保育を2回実施。ま
たほかに子どもたちが栽培した野菜を、給
食で提供。給食のおやつの調理保育を1回
実施。朝ごはんカードの実施。年度後半随
時給食のおやつのおにぎり作り。五節句や
伝統行事食、食育の日の掲示物を作成し
伝えた。
最初は理解が難しい内容でも、毎月の様に
繰り返すことによって、徐々に伝わり、身に
ついていった。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

食物アレルギー児への配慮がより
一層必要。

食物アレルギー児でも取り組めるよ
うに、調理保育の手引きを改定した
ので、新しい手引きを周知・徹底して
実施していく。

学校課（市立幼稚園・
小中学校）

田植えや野菜作りなどを通じ
て、食に対する関心を高め
る。

新たな体験を取り入れるなど
内容を充実させ継続してい
く。

小学校全校実施
中学校全校実施

幼稚園・小学校では、野菜作り等の体験
を、中学校ではテーブルマナー教室を全校
で実施することができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

全校で実施することができているた
め継続していくことが重要。

今後も継続実施していく。

子育て課（児童館・学
童クラブ）

調理体験を通して知識を深
め、食に対する関心を高め、
生きる力を身に付ける。

季節・年齢・興味等に応じた
調理活動を計画し実施する。
家庭でも実践できるようなレ
シピの配布をする。
皆で調理をし食す経験を通し
て、食べることは生きることで
あり楽しいことという気持ちを
共有することができるように
する。

3児童館：10回　　　　参加者：172
人

感染症拡大防止策を徹底し、安全衛生面を
考慮した上で実施した。参加人数を少人数
にし密を避け、黙食等、制限のある中では
あったが、子どもたちの体験を保障するた
め、今でき最大限のかたちで実施した。地
域の大学生との共催事業としても実施し
た。食に関するレシピをＨＰやツイッター、動
画配信等おこなった。児童館内でも掲示や
レシピ配布し、家庭で活用できるようにし
た。

現状維持
（目標の達成は
2,3割にとどまっ
ている）

感染症拡大防止策を構築した上で、
実施可能な新しい形の事業の組み
立てが課題。

徹底した衛生管理に加え、感染拡大
防止策を加えた事業展開が必要で
ある。

健康課
20～40歳代の食育に関心の
低い世代に向けた食育の普
及啓発を行う。

イベントに頼らない方法で食
育の普及啓発を図れるよう
検討を進める。

パネル展示＜食育月間＞
（七生支所）6/1～11
（多摩平の森ふれあい館）6/1～21
パネル展示＜日常備蓄＞
（七生支所）3/4～28

パネル展示を市内2か所で定期的に実施す
ることで、食育の情報を目にする機会を増
やすことができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

パネル展示を見ることができない人
に対しての周知方法についても、検
討が必要である。

パネル展示の開催場所・回数を増
やすほか、ホームページやLINEなど
での情報発信も充実させていく。

中央公民館
「食」への関心を高められる
よう多世代が参加できる食に
関するイベント等を開催

食育への関心を高められる
よう、食に関するイベントを
開催します。また、Zoomな
ど、オンラインを活用した講
座を行います。

・東光寺大根でたくあん作り(全3回
実施、延べ57名参加)

・Zoom講座　子育てクッキング(全4
回実施、延べ34名参加)

コロナ禍における食育講座の実施方法が
課題となっていたが、対面形式に加え、
Zoomを活用した講座を実施することができ
た。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

オンラインを活用した講座は、対面
型の講座と比較し、参加率が低い。
参加しやすい仕組みづくりが課題と
なっている。

引き続き体験的な学びの場を提供
するとともに、食に関するイベントの
開催方法や広報活動について検討
を行う。

都市農業振興課他
ファーマーズセンターにてイ
ベントを行う。

日野産野菜等を使用したイ
ベント等を40回を目標に開
催する。

日野産野菜を使った飾り巻き寿司
教室5回実施し好評を得た。

地元農産物を使用したイベントを通じて、食
育について啓発を実施でき、好評を得られ
た。

現状維持
（目標の達成は
2,3割にとどまっ
ている）

新型コロナウイルス感染拡大のた
め、ファーマーズセンターが使用で
きなかった時期があり、日野産野菜
を使用したイベントの実施が予定通
り実施できない場合があった。

今後も、農業体験型イベント実施を
推進するにあたり、状況判断を迅速
に行い安心安全を図る。
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食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

推　進
（8割以上は
目標を達成）

新型コロナウイルス
の影響により事業展
開が困難となり、児
童生徒の保護者が栄
養バランスの取れた
食事を味わう機会で
ある給食試食会や、
食に関する体験イベ
ントの中止となったこ
とは残念である。

一方、取り組み方法
をリモートにするなど
感染予防を意識しな
がら実施した事業も
あり、食育を推進した
と思われる。

今後も感染予防を意
識しながらの工夫は
求められるが、対面
のイベントも徐々に復
活できると思うので、
引き続きの推進をお
願いしたい。

推　進
（8割以上
は目標を

達成）

・本来であれば、家族で同じ食事
を食べることで培われるものが、
家族が別々のものを食べている
ために培われていない状況も見
られる。子どもには、小さいうち
からいろいろな経験をさせること
が必要で、経験を積むことで、上
手に食べることを習得できる。コ
ロナによって経験を積む機会が
減っていることは残念である。

・コロナ禍で保育園、学校、市の
イベント等の取組みが変わり、時
間をかけて定着させてきたことが
同じようにできなくなった。コロナ
前と同じようには戻れないが、で
きることは再開し、幅広い世代に
伝えていける良い。

・コロナ禍で家庭での食事回数
は増えているが、レトルトやテイ
クアウトが便利になっているた
め、食事を作ることには意識が
向いない。家庭での食育が増え
ているわけではないのは残念で
ある。

1
保護者に対する食育の
周知・啓発

給食だより、給食試
食会等

3

2
子どもに対する食育の
推進

体験活動などによる
食育の推進

青年・成人・高齢者に
対する働きかけの推進

イベント等による食育
の普及啓発

食を通じた豊かな心の育成
それぞれのライフステージに応じた課題に対応し、子どもから成人、高齢者に至るまで、すべてのライフステージにおいて食育を推進します。
食を通じたコミュニケーションを図る施策を推進するとともに、交流を通じて、日本の食文化や料理などを伝えます。

主管課評価 庁内推進部会評価

№ 施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果
年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

Plan Do Check Action



　
令和3年度　第３期日野市食育推進計画評価検証

基本
目標

1
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

食を通じた豊かな心の育成
それぞれのライフステージに応じた課題に対応し、子どもから成人、高齢者に至るまで、すべてのライフステージにおいて食育を推進します。
食を通じたコミュニケーションを図る施策を推進するとともに、交流を通じて、日本の食文化や料理などを伝えます。

主管課評価 庁内推進部会評価

№ 施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果
年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

Plan Do Check Action

4 食育に関する啓発 図書館 食育図書の展示
図書館資料を通じて、食生
活の大切さを周知し、食への
関心を高める。

食育月間（6月）に、食育に関
する図書を百草図書館で展
示し啓発する。

食育に関する資料を37点展示
6/1から6/30までの間、食育に関する資料
を37点展示し、啓発を行った。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

展示した資料が、大人向けのものが
多く、資料を手に取るのは高齢者世
代が目立った。

子育て世代向け、子ども向けの資料
も選定して展示を行いたい。

5
家族団らんの大切さの
周知・啓発

子育て課
「家族ふれあいの日」
周知・啓発

写真展やその他様々な媒体
等を通じ、家族ふれあいの
日の周知を図り、心のかよう
温かな家庭づくりを啓発す
る。

「家族ふれ愛の日」の啓発の
ため、昨年度よりホームペー
ジ上に開設している「家族ふ
れ愛アルバム」を通じ、年間
を通して広く家族のふれあい
について周知を図る。

－
ホームページで「家族ふれ愛アルバム」へ
の投稿を募集したが、応募件数は0件（R2
は5件）

停　滞
（目標設定時とほ
とんど変わってい
ない）

家族のあり方・情報発信ツールの多
様化

啓発事業としてはここでいったん役
割を終えたものとし、令和3年度を
もって事業を終了とする

保育課（市立保育園）
手作りで安心安全な保育園
給食を提供する。

第17期農の学校を開校す
る。

食育の日や郷土食、行事食など２
８回、五節句５回など。手作り給食
の実施。

郷土食・行事食・五節句などを園児に説明
し提供している。日本の食文化に触れるこ
とで興味を持ってくれている園児が増えて
いる。
素材からの手作り給食は味覚の発達を促し
ていると感じる。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

行事食や伝統食を取り入れた食事
を家庭で食べる機会が少なく、保育
園での給食提供を重んじる保護者
が増えている傾向がある。

給食の取り組みを通じて、家庭で取
り組みやすい情報を提供できるよう
に継続して工夫していく。

学校課（小中学校）

本物工房ひのマニュアルに
基づき、安全な食材を使用し
た薄味で素材の味を大切に
した手作り給食を実施する。

調理工程等、見直しを図りな
がら手作り調理を継続してい
く。

全校自校式にて手作り調理実施。
日野産野菜を使用し、素材の味を大切にし
た給食を日々作ることができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

調理従事者の人数と作業工程との
調整は随時必要である。

調理工程等、見直しを図りながら手
作り調理を継続していく。

学校課（小中学校） 交流給食
生産者や高齢者など地域の
方との交流給食を実施する。

小学校を中心に交流給食の
実施校を増やしていく。

　　　　　-
新型コロナウイルスの流行により実施でき
なかった

評価対象外
(新型コロナの影
響により事業を
中止)

コロナ禍により事業実施が難しい
社会状況を踏まえて適切に実施判
断を行う

子育て課（児童館） 地域行事

もちつきをはじめ、地域力を
取り入れた行事を組み、地
域交流を行いながら食文化
を伝える。

もちつき体験を通して、もち
になる過程や伝統的な食文
化を知ることのできる機会と
する。地域の方の協力により
地域交流と多世代交流の場
にしていく。

1児童館:1回　　   　参加者:257人

地域の方々の協力の下、田植えから稲刈
り、もちつきを実施。感染症対策を徹底し、
調理工程が少ないメニューにするなど工夫
し、安全衛生面に考慮した上で実施した。
制限がある中でもできるかたちを模索し、食
文化を伝え、地域交流に繋がる機会となっ
た。

現状維持
（目標の達成は
2,3割にとどまっ
ている）

感染症拡大防止策を構築した上で、
実施可能な新しい形の事業の組み
立てが課題。

徹底した衛生管理に加え、感染拡大
防止策を加えた事業展開が必要で
ある。
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前頁をご覧く
ださい

前頁をご覧ください
前頁をご覧く

ださい
前頁をご覧ください

7
地域での共食の機会づ
くり

6
本物の味がわかる子ど
もの育成

保育園・学校給食



　
令和3年度　第３期日野市食育推進計画評価検証

基本
目標

2
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

健康課

オンラインマタニティ
栄養教室、離乳食講
座等における周知・
啓発

食生活の大切さを周知し、食
生活改善の動機づけをす
る。

母子手帳交付窓口付近での
350gの野菜フードモデルの
展示のほか、マタニティ栄養
教室・離乳食講座で、生涯の
健康づくりを意識した食生活
指導を行う。また、しょくいく
だよりを活用して、若い世代
へ食生活についての周知・
啓発を行う。

・オンラインマタニティ栄養教室60
名（うち夫23名）参加
・離乳食講座ステップ1　211名参
加
・妊婦レシピ動画再生回数　計304
回
・しょくいくだより6回発行

離乳食講座やマタニティ栄養教室では、テ
キストや見本品等を使用しながら指導を行
い、生涯の健康づくり基礎を培う一助とする
ことができた。
子どものころから望ましい食習慣を身に付
けられるよう、しょくいくだよりを発行し、好
評を得ることができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

コロナ禍のため事業の時間が短く
なっており、健康づくりを意識した指
導が難しくなっている。

食育だよりやホームページ、動画を
活用し、講座以外の場で食生活の
大切さを周知啓発する。

保育課（市立保育園）
ホームページ、食育だよりな
どによる普及啓発。

保護者がわかりやすい情報
の発信。

食育だより年12回発行
献立表を市ホームページに年12回
アップ

食育の日の掲示に野菜の摂取目安量を年
12回掲載。市ホームページに献立表を年12
回ＰＤＦ形式とオープンデータ形式でアッ
プ。クックパッドについては随時レシピ、ブロ
グなどを掲載。
家庭での献立作りの参考になった。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

より一層食生活について周知、啓発
が必要。

食育だよりや市ホームページへ掲
載する献立表の内容について、より
一層充実させていく。

学校課（小中学校）
毎日の給食を写真とともに食
材や産地を掲載し情報公開
する。

ホームページでの情報提供
について内容を充実させ継
続していく。

全校実施
毎日の給食を食材の産地と共にホーム
ページで情報公開することができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

更新作業の事務負担が課題として
あげられる

今後も継続実施していく

健康課 食生活改善事業
20～40歳代の無関心層にむ
けて食生活改善の働きかけ
を行う。

新型コロナウイルス感染症
の流行状況で講座開催が困
難なため、企業や団体等、新
たな連携先を検討する。
パネル展示を七生支所のほ
か、ふれあい館で行うこと
で、より多くの人へ食生活改
善の働きかけを行う。

パネル展示＜食生活改善＞
（七生支所）9/1～21
（多摩平の森ふれあい館）9/1～12
パネル展示＜フレイル予防＞
（七生支所）2/1～17
（多摩平の森ふれあい館）1/6～28
ミニ楽・楽トレーニング講話　8回
（計57人）

パネル展示を2か所で定期的に実施するこ
とで、健全な食生活について周知すること
ができた。
ミニ楽・楽トレーニングでフレイル予防のた
めの食事の話をし、参加者の食事に対する
意識を高めることができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

パネル展示を見ることができない人
に対しての周知方法についても、検
討が必要である。
高齢者中心のアプローチになってい
る。

パネル展示だけでなく、動画による
情報発信についても検討する。

保険年金課 特定保健指導
食事バランスの大切さを相
談の中で伝えていく。

面接の中で食事内容の確認
をし、改善が可能な部分を提
案することで、食習慣の改善
を図る。

 1日のうち２食以上両手に乗るくら
いの野菜を摂取している人
積極支援初回時１９名→評価時３
１名/４４名
動機付け初回時６７名→評価時１
２２名/１５６名

面接を受けてもらうことで、生活習慣改善の
動機付けができている

概ね推進
（5割以上は目標
を達成）

特定保健指導を受けていない方へ
のアプローチが難しい。 次年度も継続していく。

高齢福祉課
高齢者食事宅配サー
ビス

宅配時に高齢者の健康状態
及び安否確認を行う。

新型コロナウイルス感染拡
大防止に十分配慮し、安否
確認を行いながら、栄養バラ
ンスの取れたお弁当を提供
する。

昼食
配食数：58,547食
利用者数：3,939人
夕食
配食数：20,595食
利用者数：1,433人

コロナ禍ではあるが、見守りが必要な高齢
者の栄養補給、安否確認は滞りなく達成し
た。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

民間事業者による宅配サービスも
充実してきており、行政が続けること
の意味が薄れてきている。

継続して必要な事業かどうか見極め
ていく。

高齢福祉課 介護保険サービス
地域で介護予防のため体操
等自主活動を行う団体に対
する活動支援。

介護予防に関する各種啓発
資料等について食育等の内
容を盛り込む。

介護予防教室実施
R3.4.1～R4.3.31

介護予防教室において、食育等の内容を
座学により行ったほか、コロナ禍において
一時中止した際も、チラシ等を配布し啓発
を行った

推　進
（8割以上は目標
を達成）

コロナ禍により団体の活力が著しく
低下している

コロナ禍での活動支援と並行して周
知啓発を行う

健康課
乳幼児健診・乳幼児
歯科相談での啓発

歯科衛生士と連携し、噛むこ
との大切さを伝える。

乳幼児健診や乳幼児歯科相
談でリーフレット等を活用し、
噛むことの大切さを周知して
いく。

-
乳幼児健診や乳幼児歯科相談時に噛んで
食べることの重要性についてリーフレットを
使用し周知した。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

コロナ禍で事業への参加を控えてい
る方が多く、事業の参加者数が減っ
たため、HP等を活用した周知の工
夫を検討する。

ホームページによる周知の検討。

保育課（市立保育園） カミカミ献立の実施 咀嚼を促す献立作り。
発達段階に合わせた食事指
導を行う。誤嚥・窒息予防に
取り組む。

・6月4日(金)～10日(木) 歯と口の
健康週間
・11月8日(月) いい歯の日

カルシウムやたんぱく質など歯に良い食材
や、咀嚼を促す献立を多く取り入れた。子ど
も達へ詳しく説明すると、よく噛んで食べて
いた。歯にいい食材への理解や、噛むこと
の大切さが理解できた様子だった。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

一般的に柔らかいものを好んだり、
あまり噛まずに食べる傾向がある。
また、誤嚥に十分注意しつつ、咀嚼
を促す必要がある。

引き続き、誤嚥に細心の注意を払い
つつ、歯に良い食材や咀嚼を促すよ
うな献立を意識して入れていく。

学校課（小中学校） カミカミ献立の実施

６月４日の歯と口の健康週
間、11月８日のいい歯の日
に合わせ、よく噛む献立、歯
にいい献立を実施する。

6月の虫歯予防週間、11月
の歯の衛生週間に合わせた
カミカミ献立を引き続き全校
で実施していく。

・6月4日～10日 歯と口の健康週
間
・11月6日 いい歯の日

6月は虫歯予防週間、11月は歯の衛生週間
に合わせほとんどの学校でカミカミ献立を
実施することができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

他地区より日野市に配属された栄
養士への普及啓発が必要

全校実施を目指す
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3
よく噛んで食べる習慣の

普及啓発

食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

1
食生活についての周知、
啓発

ホームページ、給食
だよりなどによる普及
啓発

庁内推進部会評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

推　進
（8割以上は
目標を達成）

・食育という言葉はだ
いぶ知れ渡ってきて
いるが、食育は各ラ
イフステージにおいて
重要である。今後は、
ライフステージごとに
求められている食育
の重要性が、市民に
伝わることが大切で
ある。引き続きの推
進をお願いしたい。

・幼少期においては
家庭での食育が重要
であるため、引き続
き、食生活について
周知啓発していく必
要がある。

・レシピの紹介は、具
体的な提案として参
考にしやすく、オンラ
インで行うこともでき
るため、継続して行
われるとよい。

推　進
（8割以上
は目標を

達成）

・コロナ禍において、給食の有り
難さだけでなく、経済的な面から
も食事や健康に向き合う人が増
え、食育に感心を持つ人が増え
てくるのではないだろうか。

・朝食摂取について、今後は欠
食の割合の減少だけでなく、内
容についても把握していくことが
大切である。

・野菜摂取「ベジ活350」の取組
について、調理が苦手でプレッ
シャーに感じる保護者もいるの
で、料理レシピの発信など伝え
方を考えていけるとよい。

食生活改善の支援2

№

健全な食生活の知識の習得と
実践

栄養バランスの取れた健全な食生活を実践するために必要な知識の普及を図り、食からの健康づくりを推進します。
特に、不足しがちな野菜を無理なく摂取できる働きかけを進めます。

主管課評価

年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果

Plan Do Check Action
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基本
目標

2
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

庁内推進部会評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント№

健全な食生活の知識の習得と
実践

栄養バランスの取れた健全な食生活を実践するために必要な知識の普及を図り、食からの健康づくりを推進します。
特に、不足しがちな野菜を無理なく摂取できる働きかけを進めます。

主管課評価

年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果

Plan Do Check Action

地域協働課
ホームページなどに
よる情報発信

食の安全に関する省庁の
ホームページのリンクを設定
する

※未記入 -
健康課の食育にに係るプラットフォームと連
携して、関係省庁へのリンクを貼った。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

特になし
今後も継続して、健康課の食育に係
るプラットフォームと連携して、関係
各省庁へのリンクを貼る。

健康課
食育ホームページにより、食
の安全に関する情報提供を
行う。

ホームページを適宜更新す
る。

-

食品安全についての情報を適宜更新した。
ホームページの食育コラムでローリングス
トック関する記事を掲載、LINEで周知し、食
料品の日常備蓄について普及啓発をするこ
とができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

情報が随時更新されていくので、確
認が必要である。

ホームページに掲載した内容を定期
的に確認し、必要に応じて他の媒体
でも周知を行っていく。

5
生産者や事業者に対する
食の安心・安全に関する
啓発

都市農業振興課
ホームページなどに
よる情報発信

広報にて農業特集を掲載す
る。

第17期農の学校を開校す
る。

11月号に掲載
掲載時期を6月から11月へ変更し、東光寺
地区の産直マップ等、日野市の農業支援を
市民へ求める情報発信できた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

東光寺地区というテーマを設けたこ
とが効果的であった。

年度ごとのテーマを設ける

健康課
野菜350g摂取について、具
体的でわかりやすい周知の
方法を検討する。

健診などでのチラシ・レシピ
配布、しょくいくだよりやホー
ムページなどを活用しなが
ら、野菜摂取に関する情報
の周知・啓発を行う。

・ポスター掲示（JA）12月～
・しょくいくだより6回発行（再掲）

JAでのポスター展示により、野菜の摂取に
ついて周知することができた。
しょくいくだよりに野菜レシピを掲載し、健診
や幼稚園児の保護者に周知することができ
た。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

「ベジ活350」についてキャッチフ
レーズだけでなく、その意味も伝え
ていく必要がある。

パネル展示やホームページなどで
ベジ活350の周知をすすめていく。

保育課 レシピなどの情報発信。
ベジ活３５０の周知を図る。
園児に人気のある野菜レシ
ピの発信。

・レシピ　年3回、12品紹介
・食育の日に掲示物と園児向け資
料作成

年3回のレシピ紹介のほか、保護者から要
望のあったレシピを随時作成、配布。クック
パッドを随時更新。野菜を多く摂取できるレ
シピを紹介できた。また、食育の日の保護
者向け掲示物を、野菜を中心に作成。園児
向けには保育士から読んでもらう資料を作
成し、年齢に応じて解りやすく紹介した。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

家庭で野菜を食べたがらない子ども
がいる。またベジ活350がなかなか
浸透していかない。

より一層の情報提供、啓発をしてい
く。

学校課（小中学校）

食育だよりや毎日のおたより
でベジ活350の周知をする。
直営調理員作成の日野産野
菜の旬のレシピ集の情報発
信をする。

調理員作成の日野産農産物
の旬レシピ集、食堂と給食の
コラボで実施中のドレッシン
グレシピ集の情報発信。ベジ
活350について食育だより、
給食時のおたより等で伝え
ていく。

ベジ活350周知：全校実施
ベジ活350について食育だより、給食時の
おたより等で伝えることができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

全校で実施し、普及啓発ができてい
る。

今後も継続実施していく

都市農業振興課

女性農業者と共に新たなレ
シピを開発、また、旬の日野
産農産物の販売にポップで
PRする。

４品の試作品を実施、野菜
紹介のポップ作り。

東光寺大根のレシピを3品考案し、
HP掲載
既存のレシピを広報で紹介

レシピの数を増やし、ポップに代わるＱＲ
コードを広報に掲載した。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

新規会員募集、感染症対策をしたイ
ベントへの取組み

感染症対策を含む、今後の活動と
会員の増を目指す。
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前頁をご覧く
ださい

前頁をご覧ください
前頁をご覧く

ださい
前頁をご覧ください

食の安全に関する情報提
供の充実

4

6
野菜を多く摂取できる方

法などの情報の発信
レシピなどの情報発
信
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基本
目標

3
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

学校課（小中学校）
25％の目標達成を維持す
る。

25％達成を維持できるよう日
野産農産物の活用を継続す
る。

28.30% 25％の目標を達成することができた。
推　進
（8割以上は目標
を達成）

各校で積極的に日野産農産物を取
り入れることができた。

25％達成を維持できるよう日野産農
産物の活用を継続する。

都市農業振興課
学校給食における日野産農
産物の利用率を推進計画の
目標25％を達成する。

学校給食における日野産農
産物の利用率を推進計画の
目標25％を維持・継続する。

利用率28.3％
年度目標を達成し、日野産農産物を給食で
使用することにより、児童生徒の関心を向
上できた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

近年の異常気象により、旬の日野
産農産物の供給が困難な場合が増
加傾向にある。
また、農家の高齢化により、将来的
に搬送業務が困難な場合が想定さ
れてきている。

異常気象よる災害等が発生した場
合の供給について、事前に対応策
を検討していく。
また、将来にむけての新たな搬送シ
ステムについてもJAと検討をしてい
く。

都市農業振興課
市民農園や農業体験
農園の情報提供

農業体験を通じて、地産地
消への関心を高める。

市民農園の使用率を100％
となるような広報等による情
報提供

1月号掲載
広報で募集をすることにより、広く使用希望
者を募れ、目標を達成できた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

市民農園の応募倍率が農園場所に
よって差がある。

このまま継続して行く。

都市農業振興課 直売所の情報提供
市内直売所の情報提供によ
り、地産地消へ繫げる。

ホームページの掲載及び直
売所の案内チラシの作成

ホームページを更新しチラシの更
新を行った。
広報11月農業特集号掲載

各直売所に固定客が付き好評を得ている。
推　進
（8割以上は目標
を達成）

就労している市民も購入したい希望
がある。誰でも最新の情報が得られ
る情報発信

就労している市民の帰宅時間にも
購入できる直売所(自販機等）が増
やせるか検討する。ＳＮＳ等の情報
発信の形と機会を増やしていく

保育課（市立保育園） 園庭や畑で栽培・収穫体験。

園庭や調理保育に使用する
じゃが芋・さつま芋や、様々
な野菜を栽培・収穫体験・給
食で喫食。可能な園は近隣
の畑にて収穫体験をする。

全園での栽培や収穫体験、給食で
喫食、見学など。

日野産農産物は、トマト１回、ブルーベリー
１回、りんご１回全園で使用した。
作物が成長していく姿を見たり、世話をした
り、収穫体験をし、また実際に味わうことが
できた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

日野産ブルーベリーの摘み取り体
験はより一層の感染症対策・熱中症
対策が必要。

日野産ブルーベリーの摘み取り体
験は感染症対策・熱中症対策を視
野に入れつつ慎重に実施していく。

学校課（市立幼稚園・
小中学校）

小学校では全校で農作物の
収穫体験を実施する。中学
校では職場体験等を通して
農作業体験 等を 実施 をす
る。

新たな体験を取り入れるなど
内容を充実させ継続してい
く。

幼稚園・小学校では全校実施
中学校では職場体験では実施でき
なかった。

幼稚園・小学校では、全校で収穫体験を実
施できた。中学校では、ほとんどの学校が
新型コロナウイルスの影響で職場体験等が
中止になり農作業体験等が実施できなかっ
た。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

中学校では職場体験以外で農作業
体験等を実施することが難しい。

引き続き体験学習の機会を創出して
いく。

子育て課（学童クラ
ブ・児童館）

収穫体験を通して食材が育
つ姿を知り、無駄なく食す大
切さを学ぶ

身近な地域で、苗植えから
収穫するまでを体験し、食す
る 事業 を積 極的 に実 施す
る。

9児童館：16回　　　参加者：627人
学童クラブは未実施

地域でいもほりやブルーベリーの収穫体験
等、地産地消の推進を行った。苗植えから
収穫までの体験を通し、食物の育つ過程を
知り、無駄にせず大切に食する意識向上に
繋げた。まんがんじ児童館では地域の方と
田植えから稲刈り、もちつきまで実施した。

概ね推進
（5割以上は目標
を達成）

感染症拡大防止策を講じながら、収
穫体験は野外活動のため実施する
ことができた。収穫した食材を使った
調理活動やみんなで食する体験は
実施が難しい面もあったため、今後
の課題である。

収穫した食材を、自分たちで調理し
食することができるよう、感染症拡
大防止策を徹底した上で、安全な事
業展開の検討が必要である。

中央公民館 田んぼの学校
農体験を通じて、日野市の
環境課題や自然との共生の
必要性を学ぶ

地域の農業者指導のもと、
子どもから高齢者まで三世
代にわたった田植えの農作
業体験を行います。

田んぼの学校を2会場で実施
【新町会場】261名
【南平会場】326名
計　587名参加

フードマイレージや環境問題、自然との共
生など、農体験を通じた学びの機会を提供
することができた。
また、未就学児から高齢者まで、幅広い世
代に農業に対する興味や理解を深めてもら
うことができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

本事業は運営委員会形式で実施し
ているため、役員の高齢化が課題と
なっている。

・新型コロナウイルスにより、令和2
年度より中止していた収穫祭等を開
催し、食に対する理解や感謝を学
ぶ。

環境保全課 浅川アユまつり アユを味わってもらう
コロナ対策として、食の提供
を中止する

- -

評価対象外
(新型コロナの影
響により事業を
中止)

- -

中央公民館
料理コンテストの
開催

地産地消を体験する

新型コロナウイルス対策
を講じ、４年生～６年生
の児童を対象に、日野産
農産物を活用して学校給
食メニューを考える「ひ
のっ子シェフコンテス
ト」を開催します。

ひのっ子シェフコンテスト
(応募27件、延べ43名参加)

日野産野菜を使用したメニューの考案
により、地産地消や食と健康に対する
意識の向上を実現することができた。
調理による本選は中止とし、1次審査通
過者によるレシピ発表(プレゼンテー
ション)へ内容を変更した。Zoomでのオ
ンライン配信を行うなど、新しい形で
のシェフコンテスト実施となった。

概ね推進
（5割以上は目
標を達成）

食べ物を扱うイベントであるた
め、新型コロナウイルス感染拡
大のリスクを考慮し、会場や実
施方法について慎重な検討を要
する。

新型コロナウイルス対策を講
じ、調理による本選を実施する
方向で検討を進める。
関係組織と連携し、状況に応じ
た最善の方法でひのっ子シェフ
コンテストを完遂する。

都市農業振興課
ファーマーズセンターを
活用し食育イベントを開
催する。

ファーマーズセンターに
て体験型イベントを行
う。

体験型イベント19回
援農・野菜栽培塾14回
飾り巻き寿司教室5回実施

概ね推進
（5割以上は目
標を達成）

新型コロナウイルス感染拡大の
ため、ファーマーズセンターが
使用できなかった時期があり、
イベントの実施が予定通り実施
できない場合があった。

体験型のイベントは人気があ
り、感染症対策を施して継続し
て行きたい。

学 校 課 （ 小 中 学
校）

ひのっ子シェフコンテス
トのメニューを学校給食
に取り入れる。

引き続き体験学習の機会
を創出していく。

全校実施
ひのっ子シェフコンテストの応募メ
ニュー、受賞メニューを学校給食の献
立に取り入れることができた。

推　進
（8割以上は目
標を達成）

今後も継続実施していく。 今後も継続実施していく。
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推　進
（8割以上は
目標を達成）

・学校給食における
日野産野菜の利用率
は目標値に達してい
る。今後は、日野産
野菜を活用した農業
体験（各種料理教
室、収穫体験等）を中
心とした食育を進め
られると良い。

・社会情勢等から、地
産地消や地元食材へ
の関心が高まってい
ると思われるため、直
売所の情報や購入し
やすい工夫へ期待す
る。

・食育側面の地産地
消や環境配慮につい
て対面的な取り組み
が多いためコロナ禍
での影響が大きかっ
たと思われるが、引き
続きの取り組みをお
願いしたい。

推　進
（8割以上
は目標を
達成）

・時代的な流れとしてSDGsが掲
げられている今、食品ロス削減
についてさらに啓発活動を増や
し、力を入れていった方が良い。
また、色々な災害が増加してお
り今後も続くと思われるため、災
害時の食料備蓄に関して、ロー
リングストック法（備蓄食品を日
常の生活の中で消費し、使用し
たらその分を新しく買い足してい
く）の周知などが必要である。賞
味期限切れを防止し、食品ロス
削減にも繋がるであろう。

・農家も多忙で難しいと思うが、
保育園は土地や人手がなく家庭
菜園程度しかできない園も多
い。市が主催する行事に保育園
も参加し、繋がりを持てるとよ
い。

・市内の全ての小学校が、年に1
回は畑見学ができるように市と
JAと農家が努力してもらいた
い。中学生の職場体験も同様で
ある。

№ 施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果

1
学校給食における日野産
農産物の更なる活用を推
進

学校給食

3
地元食材での食事づく
りや食事をする機会の
推進

食育イベントの開
催

2
地産地消などに関する情
報提供や体験機会の充
実

園庭や学童農園にお
ける生産・収穫体験

食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

食材などに向き合う意識の醸
成

食に対する感謝の気持ちを育てられるよう、体験活動の充実を図ります。
資源の本来の価値を大切にする「もったいない」の心を持って、食べ残しや食品の廃棄を減らすといった環境に配慮した取り組みを推進しま
す。

主管課評価 庁内推進部会評価

年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

基本目標の
達成状況

評価検証コメント 評価検証コメント

Plan Do Check Action
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基本
目標

3
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等
№ 施策の方向 担当課

事業実施内容
年度目標に対する成果

食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

食材などに向き合う意識の醸
成

食に対する感謝の気持ちを育てられるよう、体験活動の充実を図ります。
資源の本来の価値を大切にする「もったいない」の心を持って、食べ残しや食品の廃棄を減らすといった環境に配慮した取り組みを推進しま
す。

主管課評価 庁内推進部会評価

年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

基本目標の
達成状況

評価検証コメント 評価検証コメント

Plan Do Check Action

4
生産者と市民との交流
の場づくりの推進

都市農業振興課 農の学校
農業ボランティアの育
成。

第17期農の学校を開校す
る。

修了生16名
16名の農業ボランティアを育成でき
た。

推　進
（8割以上は目
標を達成）

応募生徒が減少傾向。
都市農地の保全及び都市農業を
推進していくために継続して開
校していく。

5 環境に配慮した啓発 ごみゼロ推進課 環境学習の実施 環境学習の実施

新型コロナ感染症の状況
を見ながら、可能な範囲
で環境学習を再開し、啓
発を行う。

48件620人が施設見学(環境学
習)実施。その他、中学校・小
学校・幼稚園へ出前授業を行っ
た

プラスチック手選別等を見学して分別
の重要性を知ってもらった

概ね推進
（5割以上は目
標を達成）

コロナ禍で出前授業(訪問授業)
があまりできなかったので、感
染防止を踏まえた対応が必要

感染対策を踏まえ、人数を絞っ
た開催など環境学習の多様な実
施方法を検討していく

6 食材リサイクルの促進 ごみゼロ推進課
ダンボールコンポ
スト講習会

ダンボールコンポスト講
習会

ダンボールコンポストの
使い方講習会を開催及び
動画によるPRも行い、市
民に生ごみのリサイクル
を促進する。

会場３回（６回予定だったがコ
ロナの影響で３回中止）
オンライン１０回　計１３回

オンライン講習会によりコロナ中止分
を補い、ダンボールコンポストのPRを
行った。また、広報などでＰＲ活動は
継続しているのでダンボールコンポス
トの新規の申込みに繋がっている

推　進
（8割以上は目
標を達成）

オンラインも含めた講習会のさ
らなる周知。

引き続き講習会を開催するとと
もに、動画によるPRも併用し、
生ごみリサイクルを促進してい
く。

7
食品ロス削減の取り組
み

学 校 課 （ 小 中 学
校）

日野産農産物Ｃ級
品の活用

残食を減らすようおたよ
りで働きかける。ピュー
レの加工を継続実施す
る。

調理室、生産者とコミュ
ニケーションを図りつつ
加工数を増やす。

残食率全校各学期に1回

各学期ごとに残菜率を出し、全校で相
互把握することができた。しかし、
ピューレの加工はトマトが手に入らず
製造することができなかった

概ね推進
（5割以上は目
標を達成）

ピューレはC級品のみでは量が足
りず、通常トマトも使用しない
と作れないので、農家との密な
やり取りが必要

今後も継続実施していく。
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基本
目標

4
目指すべき方向性

事業名 目標 年度目標 実績数値等

健康課（事務局）
食育ホームページに
よる情報発信

食育に関する情報発信のた
めのツールの一つとして、食
育ホームページの情報を充
実させる。

広報に掲載されたイベントを
随時確認し、食育ホーム
ページのイベント欄を更新す
る。

-
ホームページを適宜更新し、情報発信をす
ることができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

イベント告知以外の情報を更新して
いく必要がある。

各課と連携し、イベント告知以外の
情報を掲載していく。

健康課（事務局）
広報誌「食育コラム」
による情報発信

広報を活用し、野菜の摂取
を中心に食育に関する周知
啓発を行う。

食生活に関する様々な情報
や衛生管理等幅広く、食に
関する周知・啓発を行う。

食育コラム2回掲載
6月には市民アンケート結果のお知らせと
野菜摂取の普及啓発、9月には食生活改善
普及月間の周知啓発をすることができた。

概ね推進
（5割以上は目標
を達成）

広報の発行回数が少なくなったた
め、コラムを掲載する機会が少なく
なった。

広報にとどまらず、ホームページや
LINEなどを活用できるように引き続
き検討していく。

都市農業振興課
ファーマーズセンターを活用
し食育イベントを開催する。

ファーマーズセンターにて体
験型イベントを行う。

体験型イベント19回
援農・野菜栽培塾14回
飾り巻き寿司教室5回実施

概ね推進
（5割以上は目標
を達成）

新型コロナウイルス感染拡大のた
め、ファーマーズセンターが使用で
きなかった時期があり、イベントの実
施が予定通り実施できない場合が
あった。

体験型のイベントは人気があり、感
染症対策を施して継続して行きた
い。

保育課
食に関するイベントに参加す
る。

こどもまつりに参加し、栄養
コーナーを担当する。

こどもまつりは中止 -
評価対象外
(新型コロナの影響
により事業を中止)

- -

中央公民館
「食」に関するイベント等を開
催し、その成果等を広く情報
発信していく。

関係団体と連携し、食に関す
るイベントを開催します。また
多くの市民が参加できるよ
う、情報発信を充実させま
す。

ひのっ子シェフコンテスト開催
(11月28日)

関係団体と連携して、イベントを実施するこ
とができた。
事業の様子が分かる動画の作成やパネル
展示など、新しい情報発信に取り組むこと
ができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

多くの市民が関心を高め、事業へ参
加できるよう情報発信方法の検討を
要する。
作成したものを多くの方に見ていた
だけるような仕組みづくりを行う。

事業を継続していくことで、子どもか
ら大人まで食の大切さを伝える。ま
た、対象者や状況に応じた情報発
信を行う。

健康課
食育月間（6月）にパネル展
を開催する。

七生支所、ふれあい館でパ
ネル展を実施。（6月は食育
月間、9月は食生活改善普
及運動月間）

パネル展示を定期的に実施（再
掲）
・七生支所
・多摩平の森ふれあい館

パネル展示を市内2か所で定期的に実施す
ることで、食育の情報を目にする機会を増
やすことができた。（再掲）

概ね推進
（5割以上は目標
を達成）

コロナ禍では、感染対策やマンパ
ワー不足など課題があり、イベント
の開催が困難である。

情報発信の在り方について再考す
る。

子ども家庭支援セン
ター

子育てひろばで実施する食
育に関するイベントの積極的
な情発発信を行う。

第17期農の学校を開校す
る。

子ども家庭支援センターだよりに
食に関する講座を13回、健康課講
座の案内を52回掲載し、事業の詳
細を紹介した。

子ども家庭支援センターだよりを通じて離
乳食に関するイベントの開催や食育の重要
性を周知することができ、子育てひろばの
利用者にも好評だった。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

食育の重要性について保護者が必
要な情報を得る機会を意識的に設
ける必要がある。

子ども家庭支援センターだよりでの
周知とあわせ、子育てひろばにおい
てもポスターの掲示やチラシの配布
等による事業の周知を行う。

環境保全課

浅川という恵まれた自然を活用
したイベントを開催することで、
川魚に親み、食する機会を提供
する。

コロナ対策として、食の提供
を中止する。

- -
評価対象外
(新型コロナの影響
により事業を中止)

- -

産業振興課
食に関するコンテンツのPR・
情報発信を行う。

年一回以上、食に関するコン
テンツのPR、情報発信の場
を設ける

「TOYODABEERを買って楽しもう
キャンペーン」を開催（2021.8.15～
31）

TOYODABEERの地域活性化事 業と して
「TOYODABEERを買って楽しもうキャンペー
ン」を開催した。豊田地域の飲食店の活性
化キャンペーンとして、地域のお店の食の
PRや情報発信を実施した。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

コロナ禍における開催であったた
め、感染防止には十分配慮をした。

令和4年度以降も、地域の食を発信
する取組は行っていきたい。

保育課
公 民 交 流 事業 委員
会・公民栄養士会の
開催

公民交流事業委員会の公民
栄養士会の実施。

公民交流事業委員会の公民
栄養士会で情報交換等の交
流をする。

公民栄養士会 は対面式の会議は
中止とし、紙面での情報交換を実
施。

感染症対策として、紙面での情報交換を実
施した。民間保育園から質問事項を募集
し、公立保育園で検討後、返答する形式で
行った。栄養管理や食育、災害対策などに
ついて情報共有することができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

今までのような食育が実施できてい
ない悩みがあった。

一人一人の栄養士に対し、専門職と
しての課題や情報交換をより深めて
いく。

健康課 摂食・嚥下推進事業

食べる機能を支えるたの連
携システムを円滑に運用す
るため、関係機関との連携を
強化する

摂食嚥下に関する周知啓発
を行うとともに、リスクが高い
方への対応について関係者
と検討を進める。

摂食嚥下にかかわる関係者からな
る協議会（ひのカメカメごっくん大
作戦協議会）を1回開催

これまでの連携状況や取組の成果につい
て協議会で確認することができた。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

摂食嚥下を含めたフレイル予防のた
めの健康教育は、コロナ禍において
も小規模ながら実施できている。

リスクが高い方への対応について
は、保健と介護の一体的実施事業
のなかで対応できるよう検討を進め
る。

生涯学習課 講師紹介・派遣 食育の大切さを周知する。
ひの２１世紀みらい塾に登録
している食育や料理の講師
を依頼に応じ派遣する。

講座登録１件
実施０回

新型コロナの影響もあり、講師の派遣要望
が無かった。

停　滞
（目標設定時とほ
とんど変わってい
ない）

新型コロナによる新しい生活様式に
沿った形での講座の持ち方。

継続して実施するものの、講座の制
度自体の周知をどのような形にして
いくか。

産業振興課 商工会等との連携
商工会等、市内関係団体と
連携して日野市の食につい
て情報発信する。

ひのうまいもん大図鑑を利
用した企画を通して、日野市
の食の情報発信を行う。

ひのうまいもん大図鑑モバイルス
タンプラリーを令和3年12月に実
施。

商工会・市内関係団体と連携して日野市の
飲食店についてまとめた冊子「ひのうまいも
ん大図鑑2021」の掲載展を巡る、周遊イベ
ントを実施。

推　進
（8割以上は目標
を達成）

コロナ禍に対応したイベントとして新
たな取り組みとなったが、PR方法等
含め検討の余地あり。

令和4年度以降も引き続き情報発信
や企画に力を入れていく。
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食育推進会議評価

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

3 関係団体との連携

基本目標の
達成状況

評価検証コメント

2
食育イベントの推進と周
知

食に関するイベントの
開催

1 情報発信の充実による食
育の推進

・コロナ禍の行動制
限により、従来の取り
組みが難しかったと
思われるが、工夫し
ながらも推進できてお
り、情報発信の取り
組みは続けていくべ
きである。

・食育に関するイベン
トの情報発信の充実
を進めて行くことによ
り、食育推進に繋が
ると思う。

推　進
（8割以上は
目標を達成）

推　進
（8割以上
は目標を
達成）

・食育を知ってもらうために、食
育ポスターのコンテストや日野
ケーブルでの放送など、新しい
取り組みがあってもよい。

・集まって皆で楽しい食を囲む食
育をアピールすることが困難な
今、デジタル化が進み個々が好
きな情報を選んでいける時代
に、正しい情報を少しでも多くの
方々に伝えていく必要がある。
特に若い世代の方には、誤った
情報に惑わされないよう、正しい
情報を伝えていくべきである。

食育を推進する仕組みの整備
食育に関する情報が取得しやすい情報環境の整備を進めます。
地域の団体や事業者と連携をすすめ、食育の輪を広げることですべての人に食育が行き届くよう努めます。

主管課評価 庁内推進部会評価

№ 施策の方向 担当課
事業実施内容

年度目標に対する成果
年度目標の
達成状況

計画推進によって
明らかとなった課題

今後の展開
次年度への反映

Plan Do Check Action



 

 日野市みんなですすめる食育条例 

平成 21 年 3 月 31 日  

条例第 6 号  

目次  

前文  

第 1 章  総則 (第 1 条―第 3 条 ) 

第 2 章  基本となる事項 (第 4 条―第 13 条 ) 

第 3 章  推進体制 (第 14 条 ) 

付則  

 

すべての市民が心とからだの健康を確保し、幸福感をもって暮らすことのできる社

会をつくることが私たちの願いです。  

この願いをかなえるためには、食はとても重要ですが、食の安全性の問題、飽食、

不規則な食生活による肥満や生活習慣病の増加など、食に関するさまざまな問題が

あります。  

幸い、私たちのまち日野は、都市の農業を守る事業が進められ、田畑を多く見るこ

とができ、その大地で農業者によって大切に育まれた農産物などが家庭の食卓や学

校給食に並び、農業体験などとあわせて、生産と食が身近に感じられる環境にあり

ます。  

しかし、社会全体で抱える食に関するさまざまな問題は、私たち日野においても生

じており、すべての市民が健康に生き、心豊かな人生を歩み、それを次世代へ受け

継いでいくためには、食のあり方について学び、積極的に食育の推進を図っていく

必要があり、家庭とともに食にかかわるすべての関係者が同じ目標に向かって取り

組まなければなりません。  

ここに、日野市における食育の推進について、食にかかわるすべての関係者の責務

を明らかにして、日野市食育推進計画に関する取組を総合的・計画的に推進するた

め、この条例を制定します。  

 

第 1 章  総則  

(目的 ) 

第 1 条  この条例は、日野市 (以下「市」といいます。 )の食育の推進に関する基本

的な理念を定め、市、市民、教育委員会、学校、子育て関連施設、農業委員会、

農業者、東京南農業協同組合、食品関連事業者の責務を明らかにして日野市食育

推進計画を推進することで、現在だけでなく将来にわたり健康で文化的な活力あ

る社会の実現に役立つことを目的とします。  

(定義 ) 

第 2 条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによります。  

(1) 食育  一人ひとりが、さまざまな経験から食に関する知識やバランスの良い

食生活、安全安心な食品を選ぶ力を身につけるともに、動物や植物など命あるも

のを食べることや食にかかわる人々への感謝の気持ちや理解を深め、生涯にわた

って生き生きと暮らせるような力を身につけることをいいます。  

(2) 地産地消  地元で収穫された農産物を地元で消費することをいいます。  

(3) 日野産野菜  日野市内で生産される野菜 (りんごなどの果物、卵を含みま

す。 )をいいます。  

(4) 食育計画  食育基本法 (平成 17 年法律第 63 号 )第 18 条第 1 項の規定によ

り、日野市内における食育の推進に関する計画として作成された「日  

野市食育推進計画」をいいます。  

 

 

17 



 

 

 

(5) 教育委員会  地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31 年法律第

162 号 )に基づき、学校の教育や生涯学習などを振興するために設置された機関を

いいます。  

(6) 学校  教育委員会で定める方針に沿って、校長を筆頭に教職員が児童・生徒

を指導する日野市立の小中学校をいいます。  

(7) 子育て関連施設  日野市内の幼稚園、保育所や日野市立の子ども家庭支援セ

ンター、児童館 (学童クラブを含みます。 )をいいます。  

(8) 農業委員会  農業委員会等に関する法律 (昭和 26 年法律第 88 号 )に基づき、

農地の保全を図るために農地の売買などについて公正な審査をするほか、農業者

の代表機関として、意見などを公表するために設置された行政委員会をいいま

す。  

(9) 農業者  農業 (畜産業を含みます。 )を営む人をいいます。  

(10) 東京南農業協同組合  日野市内にある東京南農業協同組合本店、東京南農

業協同組合日野支店、東京南農業協同組合七生支店をいいます。  

(11) 食品関連事業者  食品の製造、加工、流通、販売、食事の提供をする人を

いいます。  

(基本理念 ) 

第 3 条  食育の推進は、市民一人ひとりが生涯にわたって生き生きと暮らせるよう

に次に掲げる基本理念に沿って行わなければなりません。  

(1) 食育は、食に関する知識やバランスの良い食生活、安全安心な食品を選ぶ力

を身につけるとともに、体験などを通して、食生活が動物や植物などの命を食べ

ることや食にかかわる人々のさまざまな活動によって支えられていることへの感

謝の気持ちや理解が深まるように推進します。  

(2) 食育は、心やからだの成長や人格の形成に大きな影響を及ぼすことから、次

世代を担う子どもたちに対して、特に積極的に推進します。  

(3) 食品の安全は、食生活において基本的なことであり、安全安心な食品と食の

環境が守られるように推進します。  

(4) 食育は、農業者と消費者の距離が近い日野市の特色を生かし、農業者と消費

者との交流を図りながら、地産地消に取り組みます。  

 

第 2 章  基本となる事項  

(市の責務 ) 

第 4 条  市は、市民の健康のため、市が行う食育に関する事業を市民にわかりやす

い方法で案内しなければなりません。  

2 市は、家庭訪問事業、保健事業、各種健診の場など、地域に根ざした保健師、栄

養士などの活動を行い、健康の管理に関する正しい知識や技術の普及、情報の提

供などを推進し、市民の食育、健康づくりを支援しなければなりません。  

3 市は、都市の農地を守り、都市の農業を育てなければなりません。  

4 市は、生産者と消費者の交流の場をつくり、地産地消を推進しなければなりませ

ん。  

5 市は、食育計画で定める学校給食での日野産野菜利用率 25 パーセントの達成の

ため、教育委員会、学校、農業委員会、農業者、東京南農業協同組合と連携し、

学校で積極的に日野産野菜が利用されるように推進しなければなりません。  

6 市は、市民に安全安心な食品と食の環境を提供するため、国、東京都、保健医療

機関、農業委員会、農業者、東京南農業協同組合、食品関連事業者、大学などと

連携し、情報の収集や発信をしなければなりません。  

7 市は、自治会などの地区組織、市民ボランティア、食に関する活動を行う団体、

企業などと連携し、食育を推進しなければなりません。  

8 市は、食育計画で定める食育の施策を推進するために必要な財政上の措置を講じ

なければなりません。  
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(市民の責務 ) 

第 5 条  市民は、個人や家族の心とからだの健康を守り、増進するため、バランス

の良い食生活、安全安心な食品を選ぶ力を身につけ、健全な食生活を送るように

努めます。  

2 市民は、市が取り組んでいる都市の農地を守ることや都市の農業を育てること、

地産地消の取組を理解し、日野産野菜の購入や生産者との交流に努めます。  

(保護者等の責務 ) 

第 6 条  保護者等は、子どもたちが、自然の恵みである食物と、食に関連する人々

やその活動への感謝の気持ちを深める心を持って成長し、生涯にわたって健全な

心やからだ、豊かな人間の形成を育んでいくことができるような食環境づくりに

取り組むように努めます。  

2 保護者等は、子どもたちの健やかな心とからだの発育、発達のため、毎日の食事

を準備し、子どもたちとともに家庭で楽しく食事をするような環境づくりに努め

ます。  

(教育委員会の責務 ) 

第 7 条  教育委員会は、教育と食育のつながりを大切にして地域、学校、保護者等

を通じて食に関する理解を深め、情報の共有化を図り、栄養、健康の増進、地産

地消などを充実させるために指導の体制などの確立を図り、食育と健康教育を推

進しなければなりません。  

2 教育委員会は、学校での食育の推進のために、学校給食法 (昭和 29 年法律第 160

号 )を踏まえ、食に関する指導の全体計画を策定し、実体験を通した実践的な取組

が行え、教科や行事などとの関連が図られ、家庭や地域と連携できるように支援

しなければなりません。  

3 教育委員会は、食育の推進のために東京都などと連携し、人材の育成を図らなけ

ればなりません。  

4 教育委員会は、食育計画で定める学校給食での日野産野菜利用率 25 パーセント

の達成のため、市、学校、農業委員会、農業者、東京南農業協同組合と連携し、

学校で積極的に日野産野菜が利用されるように推進しなければなりません。  

(学校の責務 ) 

第 8 条  学校は、国で定める指導の方針を踏まえ、児童や生徒の食や健康への関

心、理解が深まるよう、食育や健康教育を推進しなければなりません。  

2 学校は、安全安心な給食を提供しなければなりません。  

3 学校は、食育計画で定めた学校給食での日野産野菜利用率 25 パーセントの達成

のため、市、教育委員会、農業委員会、農業者、東京南農業協同組合と連携し、

日野産野菜を積極的に利用しなければなりません。  

4 学校は、保護者等に対して、家庭で食育が推進されるように情報の発信をしなけ

ればなりません。  

5 学校は、自然の恵みを知らせるとともに作物を育て、調理活動を行い、みんなで

食べる楽しさを経験させるとともに、食文化を伝えていくため、行事食や伝統食

などを給食に取り入れなければなりません。  

 

(子育て関連施設の責務 ) 

第 9 条  子育て関連施設は、子どもたちに生活や遊びのなかで食にかかわる体験活

動を通じて、食べることの大切さや楽しみを教え、元気と意欲あふれる毎日を過

ごすことができるようにするとともに保護者等や地域へ食育の情報を発信しなけ

ればなりません。  

2 幼稚園や保育所は、国で定める指導の方針、保育の方針を踏まえ、子どもたちに

食事の取り方、望ましい食習慣の確立、生涯にわたり健康で過ごすことができる

生活のリズムを身につけさせなければなりません。  

3 保育所は、安全安心な給食を提供しなければなりません。  
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4 保育所は、自然の恵みを知らせるとともに作物を育て、調理活動を行い、みんな

と一緒に食べる楽しさを経験させるとともに、食文化を伝えるため、行事食や伝

統食などを給食に取り入れなければなりません。  

5 子ども家庭支援センターは、子育てひろば事業の実施や相談の活動を通して、一

人ひとりの子どもの成長や発達の段階に応じた食育の大切さについて、普及啓発

を図らなければなりません。また、家庭からの乳幼児の食に関する相談に対応し

て保護者等や子どもの食への不安を解消するとともに情報の提供をしなければな

りません。  

6 児童館 (学童クラブを除きます。 )は、調理活動の体験から自分でつくり、食べる

喜び、感動を味わい、豊かな経験を積み重ね、食べたいものを考え、調理に導け

るさまざまな事業を行わなければなりません。  

7 学童クラブは、作物の収穫の体験や季節に応じたおやつの提供を通して、児童同

士の交流を図り、くつろげる場とするとともに、安全安心なおやつを提供しなけ

ればなりません。  

(農業委員会の責務 ) 

第 10 条  農業委員会は、食育計画の推進のために農業の発展と農地の保全を積極的

に行わなければなりません。  

2 農業委員会は、食育計画で定めた学校給食での日野産野菜利用率 25 パーセント

の達成のため、市、教育委員会、学校、農業者、東京南農業協同組合と連携し、

学校で積極的に日野産野菜が利用されるように推進しなければなりません。  

(農業者の責務 ) 

第 11 条  農業者は、市民が地産地消を継続的に行えるように農産物の生産力の向上

に努めます。  

2 農業者は、生産の活動を行うときは市民へ安全安心な農産物を供給するように努

めます。  

3 農業者は、市や学校などと連携し、さまざまな体験の機会ができるように努めま

す。  

4 農業者は、食育計画で定めた学校給食での日野産野菜利用率 25 パーセントの達

成のため、市、教育委員会、学校、農業委員会、東京南農業協同組合と連携し、

日野産野菜を積極的に学校給食へ供給するように努めます。  

(東京南農業協同組合の責務 ) 

第 12 条  東京南農業協同組合は、農業者の生産力の向上及び農業経営の合理化が図

られるように指導に努めます。  

2 東京南農業協同組合は、安全安心な農産物を提供できるように市、農業者、農業

委員会との連携に努めます。  

3 東京南農業協同組合は、食育計画で定めた学校給食での日野産野菜利用率 25 パ

ーセントの達成のため、市、教育委員会、学校、農業委員会、農業者と連携し、

学校で積極的に日野産野菜が利用されるように努めます。  

 

 (食品関連事業者の責務 ) 

第 13 条  食品関連事業者は、安全安心な食品の提供に努めます。  

2 食品関連事業者は、健康と食育のために栄養バランスの良い食生活の重要性を認

識し、情報の提供に努めます。  

3 食品関連事業者は、食品の安全性など自らの事業の活動について、正確で適切な

情報の提供に努めます。  

 

第 3 章  推進体制  

(日野市食育推進会議 ) 

第 14 条  市は、食育計画の推進のために、食育基本法第 33 条第 1 項の規定によ

り、日野市食育推進会議 (以下「推進会議」といいます。 )を設置します。  
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2 推進会議は、次に掲げる事項について、市長の求めに応じ、審議します。  

(1) 食育計画の推進の状況の評価、検証に関すること。  

(2) 食育計画の作成に関すること。  

(3) 前号に掲げるもののほか、食育に関する施策に関すること。  

3 推進会議は、次に掲げる人のうちから、市長が委嘱し、又は任命する委員 8 人以

内で組織します。  

(1) 公募市民  3 人以内  

(2) 食育に関する知識や経験を特に有する人  5 人以内  

4 委員の任期は、 2 年とし、再任は妨げません。ただし、委員が欠けたときは、補

欠の委員を選任し、委員の任期は前任者の残任期間とします。  

5 推進会議に会長と副会長を置き、委員の互選によりこれを定めます。  

6 会長は、会務を総理し、推進会議を代表します。  

7 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたとき、又は会長に事故があるときは、そ

の職務を代行します。  

8 推進会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができません。  

9 推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決まり、可否が同数のときは、会長

が決めます。  

10 推進会議の庶務は、健康福祉部で処理します。  

11 前各項に定めるほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が推進会議の

意見をきいて定めます。  

 

付  則  

(施行期日 ) 

1 この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施行します。  

(日野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正 ) 

2 日野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 (昭和 38 年

条例第 13 号 )の一部を次のように改正します。  
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日野市食育推進会議の概要 

 

１ 日野市食育推進会議委員名簿 

任期  自 令和 2年 4月 1日    至 令和４年 3月 31日 

氏  名 委 員 種 別・（所 属） 

  石 坂 昌 子 公募市民 

 内 田 滋 之 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市商工会代表・㈱ストリームダイニング代表取締役） 

○ 鹿志村 紀美枝 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市医師会代表・もぐさ園三沢台診療所医師） 

小 林 利 佳 公募市民 

◎ 白 尾 美 佳 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

   （学識者・実践女子大学教授） 

籏 野 利 之 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市農業委員会代表） 

宮 澤 和 美 公募市民 

吉 冨 正 敏 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市社会福祉法人立保育園連合会代表・会長・吹上保育園園長） 

（氏名は 50音順、敬称略。◎：会長、○：副会長） 

（所属は令和４年２月現在のもの） 

 

任期  自 令和 4年 4月 1日    至 令和 6年 3月 31日 

氏  名 委 員 種 別・（所 属） 

青木 めぐみ 公募市民 

○ 鹿志村 紀美枝 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市医師会代表・もぐさ園三沢台診療所医師） 

嘉 藤 純 子 公募市民 

◎ 白 尾 美 佳 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

   （学識者・実践女子大学教授） 

杉 崎 聡 美 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市商工会代表・一般社団法人 きほんの木代表理事） 

籏 野 利 之 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市農業委員会代表） 

宮 澤 和 美 公募市民 

吉 冨 正 敏 
食育に関する知識や経験を特に有する人 

（日野市社会福祉法人立保育園連合会代表・会長・吹上保育園園長） 

（氏名は 50音順、敬称略。◎：会長、○：副会長） 

（所属は令和 4年 7月現在のもの） 
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2 会議の経過 （第 4期日野市食育推進計画策定及び令和３年度食育推進計画評価検証会議） 

 

開催回数 ３回 

開催回数 開催年月日 内容 

令和 3年度 

第 2回 

令和 3年 11月 18日 ・第 4期日野市食育推進計画策定について 

令和 3年度 

第 3回 

令和 4年 2月 15日 

（紙面開催） 

・第 4期日野市食育推進計画策定について 

令和 4年度 

第 1回 

令和 4年 7月 8日 

 

・第 3 期日野市食育推進計画の評価検証に

ついて 
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